
  

平成 15 年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成 14 年 11 月 19 日

上 場 会 社 名 日華化学株式会社 上 場 取 引 所 名証第２部 
コ ー ド 番 号 ４４６３ 本社所在都道府県 福 井 県 

（ ＵＲＬ http://www.nicca.co.jp ）  

代 表 者        役職名 代表取締役社長 氏名 江守康昌  

問合せ先責任者 役職名 取締役経営支援本部長 氏名 上野嘉蔵  ＴＥＬ （0776）24－0213（代表）

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成 14 年 11 月 18 日 中間配当制度の有無 有 

中 間 配 当 支 払 開 始 日 平成 14 年 12 月 13 日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株）

  

１．平成 14 年９月中間期の業績（平成 14 年４月 1日～平成 14 年９月 30 日）  

（１）経営成績 （注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

    百万円 ％     百万円 ％       百万円 ％

14 年９月中間期 10,072  （ △ 4.7 ） 280  (△  52.9 ) 179  ( △ 63.7 ) 

13 年９月中間期 10,569  （   1.1 ） 595  (    9.5 ) 493  ( △  0.5 ) 

14 年３月期   20,279   951    1,142   

 

 中間（当期）純利益 
１ 株 当 た り
中 間 ( 当 期 ） 純 利 益

 百万円 ％    円  銭 

 

14 年９月中間期   33  （ △ 81.7 ）    1  90  

13 年９月中間期   183  （    2.2 ）   10  36 

14 年３月期   △  190  △ 10 74 
 

(注) ①期中平均株式数 14年９月中間期 17,679,123 株 13年９月中間期 17,710,000 株 14年３月期 17,708,524 株

 ②会計処理の方法の変更 無    

 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

（２）配当状況 

 
 

１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金  

 
 

   円  銭   円  銭

14 年９月中間期 3   00 ― 

13 年９月中間期 5   00  ― 

14 年３月期 ─ 8   00 

 
（３）財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円          ％            円   銭 

14 年９月中間期 26,151  9,285  35.5      526  40 

13 年９月中間期 26,400  9,775  37.0      551  98 

14 年３月期     26,388        9,330      35.4        526   96 

(注) ①期末発行済株式数 14年９月中間期 17,639,990 株 13年９月中間期 17,710,000 株 14年３月期 17,706,601 株

 ②期末自己株式数 14年９月中間期 70,010 株 13年９月中間期 1,499 株 14年３月期 3,399 株

 

２．平成 15 年３月期の業績予想（平成 14 年４月１日～平成 15 年３月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 百万円 百万円 百万円 円   銭     円   銭 

通  期 19,700  600  190  5  00 8  00 

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  10 円 77 銭 
 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資
料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可
能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績の予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付
資料の連６ページをご参照ください。 



 
日華化学株式会社 

－ 個 1 － 

６．個別財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 
対前中間期比 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成14年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

増減 

（千円） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金   963,846   974,645    940,803  

２．受取手形 ※６  1,792,799   1,540,590    1,647,504  

３．売掛金   3,888,865   3,519,371    3,805,302  

４．たな卸資産   2,339,132   2,315,017    2,743,355  

５．繰延税金資産   144,304   127,700    131,939  

６．その他   624,283   717,651    874,829  

  貸倒引当金   －500   －500    -500  

流動資産合計   9,752,730 36.9   9,194,476 35.2 －558,254  10,143,235 38.4 

Ⅱ 固定資産            

１．有形固定資産 ※1※2           

(1）建物  3,366,610   3,809,128    3,410,745   

(2）機械及び装置  1,055,407   1,595,288    1,129,361   

(3）土地  3,766,020   3,766,020    3,766,020   

(4）その他  650,572 8,838,611 33.5 729,377 9,899,816 37.9 1,061,205 850,113 9,156,241 34.7 

２．無形固定資産   99,830 0.4  112,560 0.4 12,730  111,350 0.4 

３．投資その他の資産            

(1）投資有価証券  371,344   399,732    403,640   

(2）関係会社株式  4,806,783   3,685,523    3,675,523   

(3）繰延税金資産  1,161,503   1,491,765    1,544,289   

(4）その他  1,652,996   1,707,488    1,665,910   

  貸倒引当金  －294,682 7,697,945 29.1 －340,025 6,944,485 26.5 －753,460 －314,025 6,975,338 26.5 

固定資産合計   16,636,387 63.0  16,956,862 64.8 320,474  16,242,930 61.6 

Ⅲ 繰延資産   11,055 0.1  －  －11,055  2,222 0.0 

資産合計   26,400,174 100.0  26,151,339 100.0 －248,835  26,388,388 100.0 

            



 
日華化学株式会社 

－ 個 2 － 

  
前中間会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

対前中間期比 
前事業年度の要約貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

増減 

（千円） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．支払手形 ※６  1,702,757   1,317,945    1,759,285  

２．買掛金   1,397,164   1,031,008    1,679,336  

３．短期借入金   2,347,740   3,235,600    2,599,750  

４．１年以内返済予定の
長期借入金 

※２  1,848,360   1,471,070    1,610,060  

５．１年以内償還予定の

社債 
  2,000,000   －    2,000,000  

６．未払金   503,662   829,772    883,135  

７．未払法人税等   12,073   12,073    24,146  

８．賞与引当金   470,000   364,000    450,000  

９．その他 ※５  405,227   706,845    438,713  

流動負債合計   10,686,985 40.5  8,968,315 34.3 －1,718,669  11,444,427 43.4 

Ⅱ 固定負債            

１．長期借入金 ※２  3,625,770   5,422,600    3,224,190  

２．退職給付引当金   1,908,161   2,021,668    1,964,213  

３．その他   403,741   453,047    424,930  

固定負債合計   5,937,672 22.5  7,897,315 30.2 1,959,643  5,613,333 21.3 

負債合計   16,624,657 63.0  16,865,630 64.5 240,973  17,057,761 64.7 

            

（資本の部）            

Ⅰ 資本金   2,898,545 11.0  － － －2,898,545  2,898,545 11.0 

Ⅱ 資本準備金   3,039,735 11.5  － － －3,039,735  3,039,735 11.5 

Ⅲ 利益準備金   724,636 2.7  － － －724,636  724,636 2.7 

Ⅳ その他の剰余金            

１．任意積立金  2,805,373   －    2,805,373   

２．中間未処分利益  305,370   －    －   

３．当期未処理損失  －   －    156,961   

その他の剰余金合計   3,110,743 11.8  － － －3,110,743  2,648,412 10.0 

Ⅴ その他有価証券評価

差額金 
  1,856 0.0  － － －1,856  20,652 0.1 

 Ⅵ 自己株式   － －  － － －  －1,354 －0.0 

資本合計   9,775,517 37.0  － － －9,775,517  9,330,626 35.3 

            

 
 



 
日華化学株式会社 

－ 個 3 － 
 

  
前中間会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

対前中間期比 
前事業年度の要約貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

増減 

（千円） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

Ⅰ 資本金   － －  2,898,545 11.1 2,898,545  － － 

Ⅱ 資本剰余金            

１．資本準備金  －   3,039,735    －   

資本剰余金合計   － －  3,039,735 11.6 3,039,735  － － 

Ⅲ 利益剰余金            

１．利益準備金  －   724,636    －   

２．任意積立金  －   2,305,409    －   

３．中間未処分利益  －   323,558    －   

利益剰余金合計   － －  3,353,604 12.8 3,353,604  － － 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  － －  20,082 0.1 20,082  － － 

Ⅴ 自己株式   － －  －26,258 -0.1 －26,258  － － 

資本合計   － －  9,285,708 35.5 9,285,708  － － 

負債資本合計   26,400,174 100.0  26,151,339 100.0 －248,835  26,388,388 100.0 
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－ 個 4 － 
 

(2) 中間損益計算書 

  

前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

対前中間期比 

前事業年度の要約損益計算書 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

増減 

（千円） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高   10,569,481 100.0  10,072,062 100.0 －497,418  20,279,731 100.0 

Ⅱ 売上原価   6,698,304 63.4  6,424,342 63.8 －273,961  12,822,608 63.2 

売上総利益   3,871,176 36.6  3,647,719 36.2 －223,457  7,457,122 36.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 
  3,275,311 31.0  3,367,122 33.4 91,810  6,505,266 32.1 

営業利益   595,865 5.6  280,597 2.8 －315,268  951,856 4.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  55,941 0.5  47,732 0.5 －8,208  425,146 2.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２  157,990 1.4  148,875 1.5 －9,114  234,540 1.2 

経常利益   493,816 4.7  179,454 1.8 －314,362  1,142,462 5.6 

Ⅵ 特別利益   1,184 0.0  － － －1,184  1,184 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４  59,967 0.6  76,535 0.8 16,568  1,454,215 7.1 

税引前中間純利益   435,033 4.1  102,918 1.0 －332,115  － － 

税引前当期純損失   － －  － － －  310,569 1.5 

法人税、住民税及

び事業税 
 12,073   12,073    24,146   

法人税等調整額  239,408 251,481 2.4 57,170 69,243 0.7 －182,237 -144,479 -120,333 -0.6 

中間純利益   183,552 1.7  33,675 0.3 －149,877  － － 

当期純損失   － －  － － －  190,236 0.9 

前期繰越利益   121,817   289,883    121,817  

中間配当額   －   －    88,542  

中間未処分利益   305,370   323,558    －  

当期未処理損失   －   －    156,961  
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－ 個 5 － 
 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法 

子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法 

子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

(2）たな卸資産 

製品  総平均法による原

価法 

原材料 総平均法による原

価法 

仕掛品 総平均法による原

価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除

く。）は定額法、建物以外

については定率法により償

却しております。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物（建物附属設備を除

く。）   ３～50年 

建物以外  ２～50年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除

く。）は定額法、建物以外

については定率法により償

却しております。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物（建物附属設備を除  

く。）   ５～50年 

 建物以外  ２～50年 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除

く。）は定額法、建物以外

については定率法により償

却しております。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物（建物附属設備を除

く。）   ４～50年 

   建物以外  ２～50年 
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－ 個 6 － 

 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法、それ以外の無形固定

資産については、定額法によ

り償却しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 

(2）無形固定資産 

同左 

 

(3）長期前払費用 

 定額法により償却してお

ります。 

(3）長期前払費用 

同左 

 

(3）長期前払費用 

同左 

 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支払に備え

るため、支給見込額基準によ

り計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 



 
日華化学株式会社 

－ 個 7 － 

 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び適格退

職年金制度に係る年金資産

残高の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定率法によ

り、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することと

しております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により、発

生年度から費用処理するこ

ととしております。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び適格退

職年金制度に係る年金資産

残高の見込額に基づき、計上

しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により、そ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしており

ます。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により、発生年

度から費用処理することとし

ております。 

 

４．外貨建ての資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建て金銭債権債務は、中

間期末日の直物等為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

４．外貨建ての資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

同左 

４．外貨建ての資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建て金銭債権債務は、期

末日の直物等為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

 借入金利等の将来の金利市

場における利率上昇による変

動リスクをヘッジすることを

目的にデリバティブ取引を行

っており、全てについて金利ス

ワップの特例処理を適用して

おります。 

６．ヘッジ会計の方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 



 
日華化学株式会社 

－ 個 8 － 

 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

７．その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

７．その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

７．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

 

税効果会計 

 中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当期

において予定している利益処

分による固定資産圧縮積立金

の取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算し

ております。 

税効果会計 

同左 

   ────── 

 



 
日華化学株式会社 

－ 個 9 － 

 追加情報 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

────── 

 

 

 

 

(自己株式及び法定準備金取崩等

会計) 

 当中間期から「自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１号）を適

用しております。これによる当中

間期の損益に与える影響は軽微で

あります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間期における中間

貸借対照表の資本の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

 これに伴い、前中間期において

資産の部の流動資産その他に計上

していた「自己株式」（流動資産

609千円）は、当中間期末において

は資本に対する控除項目としてお

ります。 

────── 

 

 

 

 

────── ────── 

 

 

 

 

(自己株式) 

 前事業年度において資産の部に

計上していた｢自己株式｣(流動資

産194千円)は、財務諸表等規則の

改正により当事業年度末より資本

の部の末尾に表示しております。 

 
 注記事項 

（中間貸借対照表関係） 
前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

  
※１．有形固定資産の減価償却累計額 

11,890,656千円 
  

  
※１．有形固定資産の減価償却累計額 

12,271,116千円 
  

  
※１．有形固定資産の減価償却累計額 

12,102,579千円 
  

※２．担保資産 ※２．担保資産 ※２．担保資産 

担保差入資産 担保差入資産 担保差入資産 
 
建物 252,263千円 

土地 737,880千円 

計 990,144千円 
  

 
建物  246,699千円 

土地 737,880千円 

計 984,580千円 
  

 
建物 246,545千円 

土地 737,880千円 

計 984,426千円 
  

上記担保資産に対する債務 上記担保資産に対する債務 上記担保資産に対する債務  
１年以内返済予定の長
期借入金 

200,000千円 

長期借入金 1,325,000千円 

計 1,525,000千円 
  

 
１年以内返済予定の長
期借入金 

25,000千円 

長期借入金 1,300,000千円 

計 1,325,000千円 
  

 
１年以内返済予定の長
期借入金 

125,000千円 

長期借入金 1,300,000千円 

計 1,425,000千円 
  



 
 

日華化学株式会社 

－ 個 10 － 

 
前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

 ３．保証債務  ３．保証債務  ３．保証債務  
保証金額 

保証先 
外貨額（千） 

円換算額
（千円） 

㈱サンファ
イバー 

－ 33,784 

山田製薬㈱ － 419,618 

ミカミ商事
㈱ 

－ 60,000 

US$  267 31,894 香港日華化
学有限公司 HK$ 1,900 29,089 

韓国精密化
学㈱ 

WON 
 2,700,000 

245,970 

サイアムテ
キスタイル
ケミカル
CO.,LTD. 

BAHT  424 1,146 

徳亜樹脂股
有限公司 NT$ 11,000 37,994 

UJTニッカ
ケミカルズ
CO.,LTD. 

HK$ 5,500 84,205 

US$ 1,090 130,146 広州日華化
学有限公司 

HK$ 9,451 144,707 

PT.インド
ネシアニッ
カケミカル
ズ 

US$ 1,750 208,950 

エロキミカ
染料化成有
限会社 

－ 40,000 

計 － 1,467,505 
  

 
保証金額 

保証先 
外貨額（千） 

円換算額
（千円） 

山田製薬㈱ － 248,135 

ミカミ商事
㈱ 

－ 55,000 

US$ 204 25,087 香港日華化
学有限公司 HK$ 950 14,934 

ニッカ
KOREA 
CO.,LTD. 

WON 
1,300,000 

129,894 

サイアムテ
キスタイル
ケミカル
CO.,LTD. 

BAHT 3,763 10,645 

徳亜樹脂股
有限公司 NT$  6,000 21,150 

UJTニッカ
ケミカルズ
CO.,LTD. 

HK$ 3,500 55,020 

US$   650 79,690 広州日華化
学有限公司 

HK$ 10,951 172,162 

PT.インド
ネシアニッ
カケミカル
ズ 

US$ 1,250 153,250 

エロキミカ
染料化成有
限会社 

－ 40,000 

計 － 1,004,968 
  

 
保証金額 

保証先 
外貨額（千） 

円換算額
（千円） 

山田製薬㈱ － 381,879 

ミカミ商事
㈱ 

－ 60,000 

US$  235 31,430 香港日華化
学有限公司 HK$ 1,450 24,766 

ニッカ
KOREA 
CO.,LTD. 

WON 
2,300,000 

232,759 

サイアムテ
キスタイル
ケミカル
CO.,LTD. 

BAHT11,521 35,139 

徳亜樹脂股
有限公司 NT$  6,000 22,836 

UJTニッカ
ケミカルズ
CO.,LTD. 

HK$  4,500 76,860 

US$  890 118,592 広州日華化
学有限公司 

HK$ 9,451 161,436 

PT.インド
ネシアニッ
カケミカル
ズ 

US$ 1,500 199,875 

エロキミカ
染料化成有
限会社 

－ 40,000 

計 － 1,385,576 
  

（注）上記保証債務は保証先の銀行借入金

等に対するものであります。 

（注）上記保証債務は保証先の銀行借入金

等に対するものであります。 

（注）上記保証債務は保証先の銀行借入金

等に対するものであります。  
 ４．受取手形割引高 123,847千円 
  

 
 ４．受取手形割引高 146,421千円 
  

 
 ４．受取手形割引高 146,812千円 
  

※５．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

※５．消費税等の取扱い 

同左 

※５．  ────── 

※６．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次の

中間期末日満期手形が中間期末残高

に含まれております。 

※６．  ────── ※６．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当期末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。 

 
受取手形 311,460千円 

支払手形 127,268千円 
  

 
  

  
  

 
受取手形 339,029千円 

支払手形 138,018千円 
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－ 個 11 － 

（中間損益計算書関係） 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目  
受取利息 20,171千円

受取配当金 3,575千円
  

 
受取利息 13,814千円

受取配当金 2,513千円
  

 
受取利息 40,600千円

受取配当金 284,388千円
  

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目  
支払利息 68,894千円

社債利息 20,666千円
  

 
支払利息 57,202千円

社債利息 7,822千円

為替差損 52,091千円
 

 
支払利息 124,141千円

社債利息 41,333千円
 

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  
有形固定資産 296,597千円

無形固定資産 20,326千円

計 316,924千円
  

 
有形固定資産 301,181千円

無形固定資産 19,187千円

計 320,368千円
  

 
有形固定資産 615,022千円

無形固定資産 36,410千円

計 651,433千円
  

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目  
貸倒引当金繰入額 27,833千円
  

 
貸倒引当金繰入額 26,000千円

固定資産除却損 50,535千円
  

 
貸倒引当金繰入額 49,812千円

固定資産除却損 58,042千円

関係会社株式評価損 1,323,425千円
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－ 個 12 － 

 ① リース取引関係 
 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
  

取得価格
相当額
(千円) 

 
減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

 
中間期末
残高相当
額 
(千円) 

車両運搬具 103,104 70,833 32,270 

その他 323,825 143,465 180,360 

合計 426,929 214,299 212,630 

  

 
  

取得価格
相当額
(千円) 

 
減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

 
中間期末
残高相当
額 
(千円) 

車両運搬具 60,927 31,240 29,686 

その他 327,206 185,066 142,139 

合計 388,134 216,307 171,826 

  

 
  

取得価格
相当額
(千円) 

 
減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

 
期末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 80,998 46,937 34,061 

その他 318,073 165,879 152,193 

合計 399,072 212,817 186,255 

  

（注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しており

ます。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額  
１年内 78,059千円

１年超 134,571千円

合計 212,630千円

  

 
１年内 73,455千円

１年超 98,371千円

合計 171,826千円

  

 
１年内 63,921千円

１年超 122,333千円

合計 186,255千円

  
（注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 
支払リース料 42,526千円

減価償却費相当額 42,526千円
  

 
支払リース料 40,727千円

減価償却費相当額 40,727千円
  

 
支払リース料 78,712千円

減価償却費相当額 78,712千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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－ 個 13 － 

 ② 有価証券 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 
（重要な後発事象） 
該当事項はありません。 

 
（その他） 

平成14年 11 月 18 日開催の取締役会において、第89期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

 中間配当金総額 52,919千円

 １株当たりの額 ３ 円

 中間配当支払開始日 平成14年12月13日

 
 
 
 
 
 


